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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第39期

第３四半期連結
累計期間

第39期
第３四半期連結
会計期間

第38期

会計期間
自平成21年１月１日
至平成21年９月30日

自平成21年７月１日
至平成21年９月30日

自平成20年１月１日
至平成20年12月31日

売上高（百万円） 276,861 92,786 406,373

経常利益（百万円） 16,953　 7,940 18,239

四半期（当期）純利益（百万円） 9,539 4,534 12,393

純資産額（百万円） － 145,151 139,371

総資産額（百万円） － 199,032 200,024

１株当たり純資産額（円） － 1,090.75 1,047.46

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
71.75 34.10 93.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 72.9 69.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
13,654 － 17,855

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,381 － △15,674

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
529 － △4,389

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 18,584 9,782

従業員数（人） － 4,198 4,478

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

４．直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高である「システムワイドセールス」は以下のとおりでありま

す（消費税等は含まれておりません）。なお、「システムワイドセールス」の金額は「第５　経理の状況」に

は記載されておりません。

　

回次
第39期

第３四半期連結
累計期間

第39期
第３四半期連結
会計期間

第38期

会計期間
自平成21年１月１日
至平成21年９月30日

自平成21年７月１日
至平成21年９月30日

自平成20年１月１日
至平成20年12月31日

システムワイドセールス

（百万円）
　　　　397,402　　　　　　　　　 　　　　　　　136,781　 518,316
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

 事業部門の名称  従業員数（人）

店舗部門 3,494    (23,672)

管理部門 704     (61)

 合計 4,198   (23,733)

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は

（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　　　 ２．従業員数の中には、嘱託（３名）、出向・海外派遣社員（429名）、休職（72名）は含まれておりません。

 

(2）提出会社の状況

　平成21年９月30日現在、従業員はおりません。 

　（注）当社は持株会社であり、管理・経理事務処理業務等に関しては日本マクドナルド株式会社に委託しており

ます。　　　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、マクドナルドハンバーガー直営店舗を展開し、またフランチャイズ店舗からロイヤルティー等の収

入を得ております。当第３四半期連結会計期間の部門別販売実績、直営店舗地域別店舗数及び売上高を示すと、次のと

おりであります。

(1）部門別販売実績

部門別　　　　　
当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)
売上金額（百万円） 構成比（％）

直営店販売部門

サンドイッチ 30,385 32.7　

デザート 22,135 23.9

ドリンク 17,799 19.2

ブレックファースト 3,431 3.7

ブレックファースト・デザート 2,431 2.6

その他 1,336 1.4

計 77,520 83.5

フランチャイズ収入部門 15,131 16.3

その他 134 0.2

合　　　計 92,786 100.0

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の直営店販売部門売上金額には、フランチャイズ店舗分は含まれておりません。

３．上記のサンドイッチには、ハンバーガー、チーズバーガー、ビッグマック、クォーターパウンダー・チーズ、ダ

ブルクォーターパウンダー・チーズ、てりやきマックバーガー等のバーガー類が含まれております。

４．フランチャイズ収入部門の売上金額は、ロイヤルティー、賃貸料、広告宣伝費、店舗運営事業の売却益等であり

ます。

５. その他の売上金額は、レストランサポート事業等の収入であります。
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(2）直営店舗地域別店舗数及び売上高

都道府県別
当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)
店舗数(店) 売上金額(百万円) 構成比(％)

北海道 5 1,253 1.6

岩手県 1 268 0.3

宮城県 14 844 1.1

秋田県 12 336 0.4

福島県 31 933 1.2

茨城県 39 1,298 1.7

栃木県 － 1,030 1.3

群馬県 2 84 0.1

埼玉県 108 4,435 5.7

千葉県 33 1,386 1.8

東京都 349 16,898 21.9

神奈川県 197 8,272 10.7

富山県 22 759 1.0

石川県 3 223 0.3

福井県 5 189 0.2

山梨県 2 58 0.1

長野県 1 40 0.1

岐阜県 40 1,214 1.6

静岡県 57 1,931 2.5

愛知県 168 5,820 7.5

三重県 38 1,256 1.6

滋賀県 27 818 1.1

京都府 60 2,267 2.9

大阪府 233 9,631 12.4

兵庫県 111 4,316 5.6

奈良県 14 580 0.7

和歌山県 8 314 0.4

島根県 3 140 0.2

岡山県 3 152 0.2

広島県 46 1,883 2.4

山口県 12 424 0.5

徳島県 10 458 0.6

香川県 24 866 1.1

愛媛県 31 932 1.2

福岡県 58 2,166 2.8

佐賀県 13 368 0.5

長崎県 8 269 0.3

熊本県 10 444 0.6

大分県 16 718 0.9

宮崎県 17 603 0.8

鹿児島県 18 729 0.9

沖縄県 17 892 1.2

合　　　計 1,866 77,520 100.0
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（注）１．上記店舗数は、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数を記載しております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　　　３．上記の店舗数及び売上金額には、フランチャイズ店舗分は含まれておりません。

　　　４．青森県、山形県、新潟県、鳥取県、高知県及び栃木県内の店舗は当第３四半期連結会計期間末現在、全店フラ　

　　　　　ンチャイズ店舗であります。なお、栃木県内の直営店舗については当第３四半期連結会計期間に全店フラン

　　　　　チャイズ店舗に移行しております。

　

　

２【事業等のリスク】

  当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

    　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態及び経営成績の分析】

　(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）におけるわが国経済は、昨年秋の金

融危機の影響による企業業績や雇用情勢の悪化が大きく回復する兆しが依然として見えず、経済情勢の不透明感か

ら個人消費の低迷が続く厳しい状況となりました。

　このような状況の中、当社グループにおきましては、引き続きハンバーガーレストラン事業に経営資源を集中する

施策を進め、概ね計画通り順調に推移いたしました。当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は927億86百万円

（前年同四半期比121億33百万円減少）、経常利益は79億40百万円（前年同四半期比12億32百万円増加)、四半期純

利益は45億34百万円（前年同四半期比９億41百万円増加）となりました。

　なお、今後数年以内で実施する小型店舗等の戦略的閉店の一環として、第２四半期連結会計期間に閉店を決定した

68店舗について、当第３四半期連結会計期間に実際に閉店した９店舗に関しては店舗閉鎖損失１億13百万円を特別

損失に計上しており、第４四半期連結会計期間以降に閉店を予定している59店舗に関しては店舗閉鎖損失引当金繰

入額６億45百万円を特別損失に計上しております。

　

（ハンバーガーレストラン事業）

　当社グループの基幹ビジネスであるハンバーガーレストラン事業を運営する日本マクドナルド株式会社では、店

舗の基盤である高いＱＳＣ（信頼の品質、スピーディーで心地よいサービス、清潔で快適な環境）をベースに、より

多くのお客様にご来店いただける機会を提供することを目的に戦略的投資を継続しております。24時間営業店舗の

拡大（当第３四半期連結会計期間末現在1,791店舗）、ドライブスルー店舗の拡大（当第３四半期連結会計期間末

現在1,296店舗）、店舗改装（当第３四半期連結会計期間改装店舗数38店舗）により顧客基盤の拡大に努めると同

時に、その時々の経済状況や時流にあったプロモーション活動によって、マクドナルド独自のバリューの提供を行

い、顧客の利用機会の増加を推進してまいりました。

　当第３四半期連結会計期間における主要な施策は、以下のとおりであります。 

①「ニンテンドーDS®」で人気ゲームキャラクターのダウンロードやスタンプラリーなどをお楽しみいただける

新サービス「マックでDS」の全国約3,200店での実施

②「Value for Money」の一環として、平日ランチタイム限定「M Power（エムパワー）スペシャルランチセット」

の販売期間の延長を継続　

③ 期間限定メニューとして「ジューシーチキン ブラックペッパー」、「赤辛チキン、黒辛チキン」、「マックシェ

イク ヨーグルト」、「マックフルーリー　ミント＆オレオ®」、「マックフルーリー ガトーマロン」の投入

④ エリア限定・時間限定の「プレミアムローストコーヒー」１杯無料提供キャンペーンの実施

⑤ 日本オリジナルの人気商品を期間限定で次々に展開していく「NIPPON ALL STARS」キャンペーンの実施（第１

弾「たまごダブルマック」「チーズたまごダブルマック」、第２弾「月見バーガー」「チーズ月見バーガー」、

第３弾「チキンタツタ」）　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　また、人材開発への継続的な投資の一環として、店舗社員を対象に毎年100名程度を最長半年間英語圏のマクドナ

ルド店舗へ派遣する海外研修制度を導入しております。　

　加えて、病気と闘う子どもとその家族のための宿泊施設「ドナルド・マクドナルド・ハウス」への支援をはじめ

とする多種多様なＣＳＲ活動もマクドナルドのブランド力を高め、顧客層の拡大に寄与しております。

　

        店舗展開につきましては、フランチャイズ化を順調に推進しており、以下のとおりとなっております。

区分
第２四半期連

結会計期間末
新規出店  閉店

 区分移行(注) 当第３四半期連

結会計期間末 増加  減少

直営店舗数 2,086店 ４店 △11店 ２店 △215店 1,866店 

フランチャイズ店舗数 1,658店 11店 △６店  215店 △２店 1,876店 

合計店舗数 3,744店 15店 △17店  217店 △217店 3,742店 

（注）上記区分移行には、BFLエクササイズにより売却した店舗を含んでおりません。当第３四半期連結会計期間　

には、当該BFLエクササイズを含めて115店舗を売却し、９億59百万円（前年同期比２億37百万円増加）を売

上高に計上しております。

　　　BFLエクササイズとは、BFL契約（Business Facilities Lease契約; フランチャイジーが日本マクドナルド株式

会社から店舗及び設備等を賃借して店舗運営を行う契約形態）のフランチャイジーが、日本マクドナルド株

式会社へ申請することにより、同社の審査を経てコンベンショナル契約（フランチャイジーが店舗用設備を

購入して店舗運営を行う契約形態）へ移行することであります。
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　上記のような活動の相乗効果により、当第３四半期連結会計期間のシステムワイドセールスは前年同四半期比23

億54百万円増加し、1,367億81百万円となりました。

（注）システムワイドセールスとは、直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高であり、連結損益計算書に記載

されている売上高とは一致いたしません。

　

（その他の事業）

　当社の連結子会社である株式会社エブリデイ・マックは、日本マクドナルド株式会社の店舗及び顧客に対する各

種サポート事業を行っております。これらの事業活動の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は１億83百万円、

経常利益は12百万円、四半期純利益は７百万円となりました。

　また同じく連結子会社であるThe ＪＶ株式会社（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと共同出資、当社出資比率

70％）は、日本マクドナルド株式会社の会員向けプロモーション活動の企画及び運営を行っております。同社で運

営している「トクするケータイサイト」会員数は順調に増加しており、当第３四半期連結会計期間末での会員数は

既に1,500万人以上（内、「かざすクーポン」登録者数は550万人以上）に達しております。同社の当第３四半期連

結会計期間の経営成績は、売上高は２億25百万円、経常利益は63百万円、四半期純利益は36百万円となりました。

（注）前年同四半期増減金額は参考として記載しております。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、第２四半期連結会

計期間末に比べ69億70百万円増加し、185億84百万円となりました。

　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、33億95百万円となりました。この主な収入要因は、税金等調整前四半期純利益79

億29百万円及び減価償却費29億66百万円であり、主な支出要因は未払金の減少38億81百万円及び仕入債務の減少６

億75百万円であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、８億98百万円となりました。この主な支出要因は、有形固定資産の取得22億60

百万円及びソフトウエアの取得18億49百万円であり、主な収入要因は、有形固定資産の売却29億17百万円でありま

す。

　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、44億69百万円となりました。この収入要因は、短期借入金の純増減額が45億円　

増加したことであります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、88百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設等の計画

　前四半期連結会計期間末に計画中であった店舗新設、既存店改修、その他の店舗設備投資等について、フランチャ

イズ化戦略と連動したより収益性の高い設備投資を実施するため、当第３四半期連結会計期間において慎重に検討

した結果、当連結会計年度に完了予定であった投資予定金額のうち100億円が、翌連結会計年度に完了する見込みと

なりました。なお、当社グループの設備投資戦略については、重要な変更はありません。

　

(3）設備の除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 480,840,000

計 480,840,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月６日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 132,960,000 132,960,000㈱ジャスダック証券取引所 １単元100株

計 132,960,000 132,960,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日 
 － 132,960,000 －　 24,113 － 　　  42,124

 

（５）【大株主の状況】

　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま　

　　せん。　
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（６）【議決権の状況】

      当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため

　　記載することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をして

　　おります。

　

①【発行済株式】

　平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　     200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　132,951,200 1,329,510 －

単元未満株式 普通株式        8,600 － －

発行済株式総数 　　132,960,000 － －

総株主の議決権 － 1,329,510 －

（注）１．単元未満株式には、当社所有の自己株式98株が含まれております。

　　　　　 ２．「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,300株（議決権53個）含

まれておりますが、そのうち200株は、名義人でない者によって株券喪失登録された株式であり、その議

決権２個は、同欄の議決権の数には含まれておりません。結果的に、証券保管振替機構名義の株式の議決

権の数として51個を同欄の議決権の数に含めております。 

 

②【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本マクドナルドホール

ディングス株式会社

東京都新宿区西新宿

六丁目５番１号
200 －    200 0.00

計 － 200 －    200 0.00

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,843 1,785 1,801 1,730 1,949 1,912 1,831 1,763 1,795

最低（円） 1,708 1,674 1,630 1,670 1,708 1,783 1,695 1,721 1,736

　（注）最高・最低株価は、株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号) 附則第７条第１項第５号

ただし書きにより、改正後の「四半期連結財務諸表規則」を適用しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,584 9,782

売掛金 8,586 9,853

商品 3 4

原材料及び貯蔵品 2,191 2,812

その他 8,187 8,158

貸倒引当金 △4 △1

流動資産合計 37,548 30,610

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 34,675 40,024

機械及び装置（純額） 13,122 13,889

工具、器具及び備品（純額） 8,693 9,733

土地 17,677 17,490

建設仮勘定 272 195

有形固定資産合計 ※1, ※3
 74,441

※1, ※3
 81,333

無形固定資産

のれん 1,666 1,723

ソフトウエア 16,715 14,563

その他 771 773

無形固定資産合計 ※3
 19,153

※3
 17,060

投資その他の資産

敷金及び保証金 60,279 61,910

その他 8,461 9,831

貸倒引当金 △850 △721

投資その他の資産合計 67,889 71,020

固定資産合計 161,484 169,414

資産合計 199,032 200,024
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,695 10,472

短期借入金 9,000 4,500

未払金 14,019 20,812

未払法人税等 3,553 4,078

賞与引当金 3,241 2,309

店舗閉鎖損失引当金 645 －

その他 11,179 14,917

流動負債合計 50,334 57,090

固定負債

長期借入金 500 500

退職給付引当金 2,167 2,193

役員退職慰労引当金 138 118

その他 741 750

固定負債合計 3,546 3,562

負債合計 53,880 60,653

純資産の部

株主資本

資本金 24,113 24,113

資本剰余金 42,124 42,124

利益剰余金 84,179 78,628

自己株式 △0 △0

株主資本合計 150,417 144,866

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △150 △355

土地再評価差額金 △5,240 △5,240

評価・換算差額等合計 △5,391 △5,596

少数株主持分 126 100

純資産合計 145,151 139,371

負債純資産合計 199,032 200,024
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 ※1
 276,861

売上原価 225,527

売上総利益 51,333

販売費及び一般管理費 ※2
 33,670

営業利益 17,663

営業外収益

受取利息 84

未回収商品券収入 178

受取補償金 83

その他 329

営業外収益合計 676

営業外費用

支払利息 23

貸倒引当金繰入額 143

店舗用固定資産除却損 1,076

その他 142

営業外費用合計 1,385

経常利益 16,953

特別利益

移転補償金 64

特別利益合計 64

特別損失

固定資産除却損 115

店舗閉鎖損失 ※3
 113

店舗閉鎖損失引当金繰入額 ※3
 645

その他 15

特別損失合計 890

税金等調整前四半期純利益 16,128

法人税等 6,563

少数株主利益 25

四半期純利益 9,539
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 ※1
 92,786

売上原価 73,850

売上総利益 18,935

販売費及び一般管理費 ※2
 10,908

営業利益 8,027

営業外収益

受取利息 29

未回収商品券収入 59

受取補償金 11

その他 78

営業外収益合計 178

営業外費用

支払利息 5

店舗用固定資産除却損 215

その他 44

営業外費用合計 265

経常利益 7,940

特別利益

貸倒引当金戻入額 6

移転補償金 0

特別利益合計 7

特別損失

固定資産除却損 18

その他 1

特別損失合計 19

税金等調整前四半期純利益 7,929

法人税等 3,383

少数株主利益 10

四半期純利益 4,534
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 16,128

減価償却費 9,192

店舗閉鎖損失 29

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 645

その他の引当金の増減額（△は減少） 1,057

未回収商品券収入 △178

受取利息及び受取配当金 △84

支払利息 23

固定資産除却損 622

売上債権の増減額（△は増加） 1,264

たな卸資産の増減額（△は増加） 622

フランチャイズ店舗の買取に係るのれんの増減
額（△は増加）

56

その他の資産の増減額（△は増加） 1,552

仕入債務の増減額（△は減少） △1,777

未払金の増減額（△は減少） △6,850

未払費用の増減額（△は減少） △993

その他 △610

小計 20,701

利息及び配当金の受取額 2

利息の支払額 △17

法人税等の支払額 △7,265

法人税等の還付額 233

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,654

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,162

有形固定資産の売却による収入 7,051

敷金及び保証金の差入による支出 △1,263

敷金及び保証金の回収による収入 2,569

貸付金の回収による収入 2

ソフトウエアの取得による支出 △5,492

その他 △87

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,381

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,500

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △3,970

財務活動によるキャッシュ・フロー 529

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,802

現金及び現金同等物の期首残高 9,782

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 18,584
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価

法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総

平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。

　これにより、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響額はあ

りません。   

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明

らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

66,747百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

69,974百万円

　２．偶発債務                                    

　　金融機関からの日本トイザらス株式会社への借入金に　

　　対して次のとおり保証を行っております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 600百万円

 

 

 

　２．偶発債務

　(1）金融機関からの日本トイザらス株式会社への借入金

　　に対して次のとおり保証を行っております。　

 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　   776百万円

　(2）従業員住宅ローンの銀行からの借入金に対して次の

      とおり保証を行っております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     １百万円

※３．フランチャイズ契約の締結に伴う店舗運営事業の売

　　却により他勘定へ振り替えた固定資産の帳簿価額は次

　　のとおりであります。 

（百万円）

※３．フランチャイズ契約の締結に伴う店舗運営事業の売

　　却により他勘定へ振り替えた固定資産の帳簿価額は次

　　のとおりであります。 

（百万円）　

建物及び構築物 4,363

機械及び装置 1,521

工具、器具及び備品 1,121

その他 257

計 7,263

 　

建物及び構築物 5,395

機械及び装置 1,684

工具、器具及び備品 1,476

その他 170

計 8,727
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

※１．フランチャイズ契約の締結に伴う店舗運営事業の売

却益3,218百万円を売上高に含めて表示しておりま

す。当該フランチャイジーへの売却価額は、売却対象

の店舗運営事業が将来生み出すと期待されるキャッシ

ュ・フローに基づき算定されており、買い手であるフ

ランチャイジーと合意された金額であります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

    次のとおりであります。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  （百万円）

（1）広告宣伝費 5,507

（2) 販売促進費 10,477

 (3）給料手当 4,989

（4）賞与引当金繰入額 1,237　

（5）退職給付費用 1,048

 (6）役員退職慰労引当金繰入額 19

（7）貸倒引当金繰入額  3

※３．店舗閉鎖損失引当金繰入額、店舗閉鎖損失

　フランチャイズ化戦略と連動した収益性とマクドナルド・ブランドの更なる向上のために今後数年以内で実施す

る小型店舗等の戦略的閉店の一環として、第２四半期連結会計期間に閉店を決定した店舗の閉店により、今後発生す

ると見込まれる損失について、合理的に見積もられる金額を店舗閉鎖損失引当金繰入額として計上しております。な

お、そのうち当第３四半期連結会計期間に実際に閉鎖した店舗に関しては店舗閉鎖損失として計上しております。

　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１．フランチャイズ契約の締結に伴う店舗運営事業の売

却益959百万円を売上高に含めて表示しております。当該フランチャイジーへの売却価額は、売却対象の店舗運営事

業が将来生み出すと期待されるキャッシュ・フローに基づき算定されており、買い手であるフランチャイジーと合

意された金額であります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

    次のとおりであります。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  （百万円）

（1）広告宣伝費 1,192

（2) 販売促進費 3,753

 (3）給料手当 1,660

（4）賞与引当金繰入額  569

（5）退職給付費用 642

 (6）役員退職慰労引当金繰入額 6
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

　

　照表に掲記されている「現金及び預金」の金額は一致し　

　ております。

　

　

（株主資本等関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 普通株式　　　　132,960,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

 普通株式　　　　　　　　310株

  

３．新株予約権等に関する事項

 該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日

定時株主総会
普通株式 3,988 30 平成20年12月31日平成21年３月30日利益剰余金

　  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　ハンバーガーレストラン事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の

金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。

 

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期

間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

  

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日） 

　前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。
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（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結

会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 区分  対象物の種類  取引の種類 
 契約額等
　（百万円） 

  時価（百万円） 
 評価損益
　（百万円） 

 市場取引

 以外の取引 
通貨

為替予約取引

買建米ドル
64,726 59,716 △5,010

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

 

（ストック・オプション等関係）

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 1,090.75円 １株当たり純資産額 1,047.46円

２．１株当たり四半期純利益金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 71.75円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 34.10円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 9,539 4,534

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  9,539 4,534

期中平均株式数（千株） 132,959 132,959

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月５日

日本マクドナルドホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮入　正幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井村　順子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本マクドナルド

ホールディングス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本マクドナルドホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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